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 250名が参加。（4/26「ＮＰＯ法学習会」）／法律は12月1日施行ほぼ確定！ 
  たくさんの方にご参加頂きありがとうございました。定員を大幅にオーバーしたため、色々と迷惑をおかけしました。お詫びします。

  講師や行政の方のお話のポイントは。

  ＊資格要件や申請手続きは簡易、大概の団体は取れる。ポイントは「定款」。でもモデル的な定款を作れば済む。むしろ、取得後の「会計・税務・保険などの実務の習得」が緊要。もっと大事なのは、「社会的責任を果たす覚悟」や「ＮＰＯを育てる意義の自覚」などの「意識･思想」面。但し、そういう方向（リスク）を選択するかどうかは、それぞれの判断。選択の問題。

  ＊「12月1日施行(受付開始)」でほぼ決定。従って、「9月議会で条例審議」のようです。

  東海各県の「ＮＰＯ」担当窓口は、以下とおりです。どうぞ、なんでもご相談下さいとのこと。

    愛知：愛知県消費生活課ボランティア担当／塚田利行、加藤隆志

                460-8501名古屋市中区三の丸3-1-2 TEL052-961-2111(2160) FAX951-5280

    岐阜：岐阜県企画部県民生活課ボランティア担当／水谷雅孝、坂口孝司

                500-8570岐阜市薮田南2-1-1       TEL058-272-1111(2322) FAX273-2228 

    三重：三重県生活部生活課ＮＰＯ室／出丸朝代、若林千枝子、森西宏巳、上田恭生、長崎禎和

                514-0004津市栄町1-954           TEL059-224-2644，2623 FAX224-2072

    静岡：静岡県生活・文化部県民生活課ボランティアスタッフ／渡辺豊博、神村明利

                420-8601静岡市追手街9-6         TEL054-221-2993 FAX221-2642

  ＊三重県では、条例づくりを公開で論議。

  （第1回公開論議（4･27）。県の担当者、議員、市町村職員、市民団体など約350人が参加。

  論議のポイントは、①ＮＰＯ法に基づく「条例」は手続きを定めるだけで語義解釈などの「判

断」に立ち入らないのが良いかどうか、②「総合的な支援条例」とも分けて考えるか、③「判断基準」及び「運用の監視」などは「第三者機関」や｢実例の積み重ね｣「情報公開」によるのが良さそう、④法を活用し生かすも殺すも（生きるも死ぬも）ＮＰＯ側の関わり方次第、など。）

  ＊「今後は、各論・実務の段階。ＮＰＯ連絡会を作って対処する」（実行委員会より提案。後述）

	


「ＮＰＯ連絡会」を作ります。入会申し込み受け付け中。                
  「法人格を取得しようとしている団体･個人」がその申請にあたり必要とする作業を協動（助け合い）するため結成します。会員団体の目的達成後は解散です。大体、年末には終わるでしょう。

  事務局は、ＮＰＯセミナー実行委員会が担い、「会員･会費管理、情報提供・情報交換・相談機能」

を果たします。
  会費は、「資料代、印刷代、通信費」などに充当、法施行までの期間（5月－11月）を半年と見て、３０００円です。会費の残額は、終了時点で決算し会員の協議によって処理します。尚、ＮＰＯセミナーの賛助会員が入会される場合、会費は減免します。（額は検討中）

  「相談機能」に関しては、「よろづ相談」を受けます。

    文書･手紙･電話でも結構ですが、ＦＡＸを多用して下さい。連絡が確実です。

       ＦＡＸよろづ相談    ０５２－７５１－５０８９

· とりあえず、三重県のような「市民団体・ＮＰＯと行政との話し合い」の場づくりをほかの県でも持てる努力をします。三重県での論議を参考に、要望や意見を交流し、深める論議をしましょう。5月中･下旬予定。日時･場所は会員の皆さんへ、別途連絡します。  

企画や事業などのご紹介                                   
 １）シンポジウム「介護保険とケアの質の保障」         問合せ：0562-32-2529(伊藤光保)
    5月２４日（日）14:00－16:30／中小企業センター講堂 

    基調講演①五島正規氏（衆議院議員）、②唐澤剛氏（厚生省：公的介護保険制度施行準備室次長）、

  ③池田省三氏（財：自治総合研究所政策研究部長）、コーディネーター：大熊由紀子氏（朝日新

  聞論説委員）、シンポジスト：野村文枝氏（愛知地域福祉を考える会）

    主催：「介護の社会化を進める1万人市民委員会・愛知」「医療と保健と福祉の市民ネットワー

  ク・東海」

  ２）シンポジウム「阪神･淡路大震災からまちづくりを学ぶ」(仮称)
    5月３１日（日）13:30－16:30／名古屋市教育館講堂           

    パネリスト：村井雅清氏（被災地協動ＮＧＯセンター代表）、石井布紀子氏（プロジェクト・「結」

  代表）、ほか。コーディネーター：栗田暢之氏（震災から学ぶボランティアネットの会事務局長）

    主催：震災から学ぶボランティアネットの会、震災がつなぐ全国ネットワーク、まちづくり交

  流フォーラム、ＮＰＯセミナー、地域問題研究所、ほか。    問合せ：052-413-6304（栗田暢之）
  ３）「英国祭ＵＫ９８」公認イベント  ＵＫ－ＪＡＰＡＮ Ｆｏｒｕｍ２１              

              国際シンポジウム：イギリスから学ぶ福祉社会とＮＰＯ(仮称)            
   7月18日（土）13:30－16:30／会場：名古屋市内            

  シンポジスト＆コメンテーター／スティーブン・オズボーン博士（アストン大学ビジネススクール「ボランタリー活動・非営利活動研究室」々長）、クリス・ボナード氏（ウルバーハンプトン・

ボランタリーセクター協議会所長）、マリアン・オズボーン氏（全国ネットのサービス組織「バーナード」（ＮＰＯ）のミッドランド地区副所長、ニノミヤ・アキイエ・ヘンリー氏（関西学院大学教授）、他ＮＰＯや行政から予定(交渉中)。コーディネーター：野口定久氏（日本福祉大学教授）

  主催：医療と保健と福祉の市民ネットワーク、在宅福祉東海ネットワーク、ちた在宅ネット、さ

わやか愛知、(以下予定）人にやさしい街づくりネット、子どもの虐待防止ネットワーク、震災から

学ぶボランティアネトの会、愛知県住民参加型在宅福祉サービス団体、他。／後援：英国大使館、

ブリティシュ・カウンシル名古屋、社会福祉協議会や自治体を予定。／協力：ＮＰＯセミナー

                                                          問合せ：0562-47-2893（川上里美）
４）「定番ＮＰＯ塾レポート Vol.１  ＮＰＯ活動にとっての公益性とは何か」発行中

    定価／５００円。送料／実費（200円）。＊賛助会員の方には、無料で送付します。

    1997年12月から1998年4月まで定番ＮＰＯ塾で論議してきた内容の報告書です。

５）参考書籍のご紹介。いずれも、ＮＰＯセミナーで取り扱っています。       送料･税別。

  ①シーズブックレットNO，4「よくわかる特定非営利活動促進法（案）」      ￥１，３００

  ②シーズブックレットNO，5「ＮＰＯ法人ハンドブック」                   ￥１，３００

  ③日本ＮＰＯセンター発行：「ＮＰＯ基礎講座」                           ￥２，０００

６）「まちづくり交流フォーラム」間もなく発足。         問合せ：052-751-5055(大西光夫)
  都市計画･土木･建築などのハード面だけでなく環境･福祉･教育といったソフト面も含めて、「まちづくり」と受けとめ、そうした視点から様々に行われている「まちづくり事業」の交流とネットワーク化、また21世紀に向けての「新しいモデル開発･研究」などを今年から2000年までの3年間取り組もうという趣旨です。キーワードは、「市民・ＮＰＯ」と「パートナーシップ」です。                                                                
	


（お詫びと連絡）

＊4月26日の「ＮＰＯ法学習会」資料、増刷中です。少し遅れますがご容赦下さい。なお、有料で良ければシーズブックレットなども併せて送ります。ご連絡下さい。

＊今後は、大規模セミナーよりは小規模セミナー中心に運営します。｢出前｣セミナーを活用下さい。

以上
